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公営企業会計予算の仕組み
※3つの財布について
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内部留保資金等
（貯金）

第３の財布収益的収支
（維持管理費用）

第１の財布

資本的収支
（投資費用）

第２の財布

赤字補てん

ＯＲ

純利益

不足分
補てん

安定経営のために
ある程度の余裕が必要

（維持管理費＋元利償還費の半期分以上を確保）



水道事業会計
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令和７年度決算の説明
１ 水道事業会計
１－１ 水道事業の推移
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令和７年度決算の説明
１ 水道事業会計
１－１ 水道事業の推移
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令和７年度決算の説明
１ 水道事業会計
１－２ 収支の状況
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料金収入, 

345,420,507

その他,

 40,152,021

長期前受金戻入,

 28,452,300

人件費,

 37,802,092

委託料,

 59,835,012

動力費,

 25,683,548

企業債利息,

 4,086,916

その他費用,

 32,261,336

減価償却費,

 110,404,285

収入

支出

○収益的収支：第１の財布（税抜）
収入合計：4億1402万円

支出合計：2億7007万円

※長期前受金戻入…補助金を貰って取得した
固定資産の減価償却費のうち補助金相当分

純利益：14,395万円
（内部留保資金：第３の財布へ）



令和7年度決算の説明
１ 水道事業会計
１－２ 収支の状況
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（万円）
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令和７年度決算の説明
１ 水道事業会計
１－２ 収支の状況

工事負担金, 

8,605,142

一般会計出資金,

 229,933

国庫補助金, 

5,383,000

建設改良費,

151,529,608

企業債償還金,

32,138,841

収入

支出

○資本的収支：第２の財布（税込）

工事負担金 一般会計出資金 国庫補助金 建設改良費 企業債償還金

支出合計：1億8366万円

収入合計：1421万円
不足額：1億6945万円
（内部留保資金等：第３の財布で補てん）
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令和７年度決算の説明
１ 水道事業会計
１－３ 水道事業会計の内部留保資金等残高（第３の財布）の推移
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○内部留保資金とは…
収益的収支で生じた純利益や減価償却費などの現金支出を伴わない費用を、企業内に留保した資金のこと。主に、損益勘定留保資
金（減価償却費や長期前受金戻入など、会計上の取引でありながら現金の動きを伴わない部分）、積立金などで構成され、資本的収
支不足額の補てんや、将来の施設更新に必要な建設改良費の財源として使用される。
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令和７年度決算の説明
１ 水道事業会計
１－４ 水道事業会計の企業債残高の状況
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１－５ 水道事業会計の企業債残高の推移（５年間）

年度 内容 金額

６ 前年度期末残高 3億6139万円

７

償還（返済）額 △3214万円

起債（借入）額 0万円

当年度期末残高 3億2925万円
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二股浄水場再整備に伴う地質調査業務

令和７年度決算の説明
１ 水道事業会計
１－６ 令和７年度の主な事業
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収益的収支（税抜） 資本的収支（税込）

・二股浄水場官民連携可能性詳細調査業務
1837万円

・上水道台帳補正業務
539万円

・二股浄水場再整備に伴う地質調査業務
415万円

・配水管布設替工事 めいてつ
3,960万円

・配水管布設替工事 みそら野
3,319万円

・無電柱化推進に伴う配水管布設替工事
1,122万円

無電柱化推進に伴う配水管布設替工事



令和７年度決算の説明
１ 水道事業会計
１－７ 財務・経営の状況（指標）

No. 指標 指標の解説 単位
望ましい
方向性

目標値 Ｒ６実績 Ｒ７実績

１ 流動比率

100％以上なら短期債務を全額支
払う現金等があることを示す。

％

高いほど良い

100％以上 943.90 1023.59

２
企業債残高対
事業規模比率

給水収益に対する企業債残高の
割合により企業債残高の規模を
表す。 ％

低いほど良い

短期目標：880％以下
（中期目標：540％以下）
（長期目標：230％以下）

127.40 95.32

３
内部留保
資金残高

企業内部に留保された余剰資金
で、翌年度以降の財源として使用
できる現金等残高。 千円

高いほど良い

維持管理費＋元利償還費
の半期分以上を確保

522,154
（96,278）

591,980
（94,753）
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※実績欄下段括弧内は目標値



２ 下水道事業会計
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令和７年度決算の説明
２ 下水道事業会計
２－１ 下水道事業の推移
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（人口基準時点：3月31日）
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令和７年度決算の説明
２ 下水道事業会計
２－２ 収支の状況

使用料収入, 

209,623,787

補助金, 

104,200,740

長期前受金戻入,

 182,714,085

人件費, 

16,366,045

委託料,

 68,135,336

動力費,

 16,893,463

その他費用,

 21,697,297

支払利息, 

26,342,470

減価償却費・資産減耗費, 

300,477,901

収入

支出

○収益的収支：第１の財布（税抜）

使用料収入 補助金 その他雑収益 長期前受金戻入 人件費 委託料 動力費 その他費用 支払利息 減価償却費・資産減耗費

収入合計：4億9673万円

支出合計：4億4991万円

純利益：4682万円
（内部留保資金等：第３の財布へ）
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令和７年度決算の説明
２ 下水道事業会計
２－２ 収支の状況
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令和７年度決算の説明
２ 下水道事業会計
２－２ 収支の状況

企業債, 

113,100,000

補助金,

 32,215,500

負担金等, 

54,074,411

出資金,

 223,756,000

建設改良費,

148,930,302

企業債償還金,

377,070,603

収入

支出

○資本的収支：第２の財布（税込）

企業債 補助金 負担金等 出資金 建設改良費 企業債償還金

支出合計：5億2600万円

収入合計：4億2315万円

不足額：1億285万円
（内部留保資金等：第３の財布で補てん）
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令和７年度決算の説明
２ 下水道事業会計
２－３ 下水道事業会計の内部留保資金等残高の推移
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○内部留保資金とは…
収益的収支で生じた純利益や減価償却費などの現金支出を伴わない費用を、企業内に留保した資金のこと。主に、損益勘定留保資
金（減価償却費や長期前受金戻入など、会計上の取引でありながら現金の動きを伴わない部分）、積立金などで構成され、資本的収
支不足額の補てんや、将来の施設更新に必要な建設改良費の財源として使用される。
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令和７年度決算の説明
２ 下水道事業会計
２－４ 下水道事業会計の企業債残高の状況
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２－５ 下水道事業会計の企業債残高の推移

年度 内容 金額

６ 前年度期末残高 2５億９３６８万円

７

償還（返済）額 △３億７７０７万円

起債（借入）額・下水道事業債 ３１０万円

起債（借入）額・資本費平準化債 1億1000万円

当年度期末残高 2３億２９７１万円
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令和７年度決算の説明
２ 下水道事業会計
２－６ 令和７年度の主な事業
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収益的収支（税抜） 資本的収支（税込）

・上下水道事業包括的業務委託
４,７３２万円
・私道（共同）配水設備等設置事業補助金
３４６万円

・公共桝設置工事 １１件
５３５万円

・浄化センター曝気装置ローター更新工事
２６４０万円

・し尿等投入施設建設工事発注支援業務（繰越分）
４,８７９万円

し尿等投入施設建設工事上下水道事業包括的業務委託（小学校見学会対応）



令和７年度決算の説明
２ 下水道事業会計
２－７ 財務・経営の状況（指標）

No. 指標 指標の解説 単位
対象
事業

望ましい
方向性

目標値 Ｒ６実績 Ｒ７実績

１ 経常収支比率

100％以上なら単年度の収支
が黒字であることを示す。

％
公共
下水道

高いほど良い

100％以
上

1０５.９0 1１０.５０

２ 流動比率

100％以上なら短期債務を全
額支払う現金等があることを示
す。

％
全体
合算

高いほど良い

100％以
上

７５.7３ ９６.７７

３
企業債残高対
事業規模比率

使用料収入に対する企業債残高
の割合により企業債残高の規模
を表す。

％
公共
下水道

低いほど良い

類似団体
平均以下

1２４８.７３
（７３０.８４）

1０６３.４４
（８０７.１７）

４ 経費回収率

使用料で回収すべき経費をどの
程度使用料で賄えているかを表
す指標。

％
公共
下水道

高いほど良い

100％以
上

９９.３１ １１３.１８

５ 施設利用率

施設の利用状況や適正規模を判
断する指標で、処理水量が多い
ほど上昇する。

％
公共
下水道

高いほど良い

55％以上 51.９８ 5１.７４

６
内部留保
資金残高

企業内部に留保された余剰資金
で、翌年度以降の財源として使
用できる現金等残高。 千円

全体
合算

高いほど良い 維持管理費＋
元利償還費の
半期分以上を

確保

２７４,２８１
（３０６,６２８）

３４７,６７９
（４１３,４９１）
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※企業債残高対事業規模比率の類似団体平均は、対象年度の前年度値（類似団体平均の発表は翌年1月頃のため） ※実績欄下段括弧内は目標値


